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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

第３四半期
連結累計期間

第18期
第３四半期
連結累計期間

第17期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 8,200 6,433 13,075

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 308 △602 435

四半期（当期）純利益又は四半

期純損失（△）
（百万円） 195 △317 223

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 444 △93 415

純資産額 （百万円） 8,119 7,845 8,089

総資産額 （百万円） 14,922 18,298 15,892

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は四半期純損失金額

（△）

（円） 41.88 △67.54 47.86

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － 47.86

自己資本比率 （％） 53.1 42.4 49.7

回次
第17期

第３四半期連結
会計期間

第18期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 3.66 0.87

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等を含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第18期第３四半期連結累計期間は潜在株式

は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。また、第17期第３四半期連結累計期

間は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．平成26年１月27日開催の取締役会において、平成26年４月１日付で株式１株につき100株の割合をもって株式

分割を行っております。第17期の期首に株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しており

ます。

５．第18期第１四半期連結会計期間より、在外子会社の収益及び費用は、当該在外子会社の決算日の直物為替相場

により円貨に換算する方法から、期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更しております。当該会計方

針の変更は遡及適用され、第17期第３四半期連結累計期間及び第17期連結会計年度の四半期連結財務諸表及び連

結財務諸表について遡及処理しております。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、当社は平成26年10月27日開催の取締役会決議に基づき、平成26年12月８日付で子会社を設立いたしました。

(1) 設立の目的

中華人民共和国における当社製品の商談及び納入件数の増加を鑑み、営業及びアフターサービスの拠点として、

子会社を設立いたしました。現地の営業体制並びにユーザーサポート体制のさらなる強化を本格的に推進いたしま

す。

(2) 子会社の概要

① 商号：昆山微鉄克光電設備有限公司（英文：Kunshan V Technology Co., Ltd.）

② 所在地：昆山開発区春旭路 258 号東安ビル 1401 室Ｂ座

③ 代表者：和田正

④ 事業内容：

・光電設備、半導体及びプリント基板設備、太陽エネルギー設備、光学用機器、音響機器、通信機器、測量機器の

研究開発、技術譲渡、技術コンサルティング及び技術サービス

・前述各種製品及び部品の卸売り、輸出入、コミッション代理（競売を除く）

・前述各種事業に関するソフトウエアの研究開発及び関連製品の卸売り、輸出入業務

・前述各製品に付帯する一切の事業

⑤ 資本金：770,000 米ドル

⑥ 株主：株式会社ブイ・テクノロジー100％

⑦ 設立年月日：平成26年12月８日
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものでありま

す。なお、当社グループは、第１四半期連結会計期間より、会計方針の変更を行っており、遡及処理後の数値で前四

半期連結累計期間及び前連結会計年度末との比較を行っております。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、中国では成長ペースが鈍化していますが底堅い基調にて推移し

ており、欧州経済は足踏み状態となっているものの、米国経済では安定的に拡大基調が続きました。また、わが国

経済は、個人消費が消費増税後の落ち込みから持ち直し安定的に推移していることに加え、経済政策等の後押しも

あり、緩やかな回復基調で推移いたしました。

当社グループの関連するフラットパネルディスプレイ（ＦＰＤ）市場では、主に中国における、スマートフォン

及びタブレット端末向けの中小型液晶パネルの設備投資を中心に、大型液晶パネルに関する設備投資も継続されま

した。

このような環境の中、当社グループは、検査関連装置については主に中国向け案件での商談成約に向けた活動

を、露光装置及び有機ＥＬ用装置については国内外のパネルメーカーへ拡販活動を行ってまいりました。

受注金額は、主に中国、国内向けの検査関連装置及び露光装置の受注、国内外向けの関連消耗部品及びメンテナ

ンス等の受注により、156億9千1百万円（前年同期84億5千8百万円）となりました。なお、受注残高は158億2千4百

万円（前年同期67億4百万円）となりました。

当第３四半期連結累計期間の売上高は64億3千3百万円（前年同期売上高82億円）、営業損失は8億5百万円（前年

同期営業利益2億8千6百万円）、経常損失は6億2百万円（前年同期経常利益3億8百万円）、四半期純損失は3億1千7

百万円（前年同期四半期純利益1億9千5百万円）となりました。

当第３四半期連結累計期間に売上計上した装置案件には大型ライン受注案件が含まれていないため、上記の通り

損失を計上しておりますが、これは年度初における計画通りであります。

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ24億6百万円増加し、182億9千8百万円

となりました。主な要因は、「仕掛品」が30億5千2百万円増加したこと及び「受取手形及び売掛金」が7億1百万円

減少したことによります。

負債は、前連結会計年度末に比べ26億5千万円増加し、104億5千3百万円となりました。主な要因は、「支払手形

及び買掛金」が18億4千2百万円増加したことによります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ2億4千4百万円減少し、78億4千5百万円となりました。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、3億9千8百万円であります。なお、

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5）従業員数

当第３四半期連結累計期間において、従業員数が前連結会計年度末225名から3名増加しております。なお、従業

員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。)であり、臨時雇用者(パートタイム労働者及び派遣社員)は含んでおりません。
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(6）生産、受注及び販売の実績

当社の事業特性上、生産、受注及び販売額について前年同期と比較した場合、増減額又は増減割合が著しく変動

する可能性があります。これは、ＦＰＤ関連製造設備は生産性向上のために大型化し１件当たりの投資額が巨額に

なってきていること及び検査関連装置に比べて単価が多額である露光装置の事業が拡大していること、並びに当社

グループでは、顧客の個別注文に応じた受注生産販売を行っているため、顧客の都合によっては受注や納入の時期

が変動し、業績に与える影響が大きくなる可能性があるためです。

当第３四半期連結累計期間において、ＦＰＤ事業の生産、受注及び販売実績は、次のとおりです。

①生産実績

当第３四半期連結累計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称

前四半期連結累計期間

（自 平成25年４月１日

至 平成25年12月31日）

（百万円）

当四半期連結累計期間

（自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日）

（百万円）

前年同四半期比（％）

ＦＰＤ事業 8,053 8,995 11.7

合計 8,053 8,995 11.7

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

②受注金額

当第３四半期連結累計期間の受注金額を地域別に示すと、次のとおりです。

地域

前四半期連結累計期間

（自 平成25年４月１日

至 平成25年12月31日）

（百万円）

当四半期連結累計期間

（自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日）

（百万円）

前年同四半期比（％）

日本 958 5,338 457.0

中国 5,755 8,568 48.9

韓国 433 765 76.3

台湾 1,309 1,019 △22.2

合計 8,458 15,691 85.5

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

③販売実績

当第３四半期連結累計期間の販売実績を地域別に示すと、次のとおりです。

地域

前四半期連結累計期間

（自 平成25年４月１日

至 平成25年12月31日）

（百万円）

当四半期連結累計期間

（自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日）

（百万円）

前年同四半期比（％）

日本 1,044 1,864 78.6

中国 5,576 2,967 △46.8

韓国 379 760 100.3

台湾 1,199 840 △30.0

合計 8,200 6,433 △21.5

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,590,300

計 17,590,300

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,788,000 4,788,000
東京証券取引所

（市場第１部）

単元株式数

100株

計 4,788,000 4,788,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成27年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

当第３四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成26年12月25日

新株予約権の数（個） 2,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 200,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,275

新株予約権の行使期間
自 平成28年７月１日

至 平成29年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 2,275

資本組入額 1,137.5

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要す

る。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６

（注）１．新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株と

する。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約

権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じ

る１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの場

合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとす

る。
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２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金2,275円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の

移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式にか

かる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株

式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行

うことができるものとする。

３．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、下記①及び②に掲げる条件が満たされた場合、それぞれ定められた割合までの個数を行使

することができる。

① 平成 28 年３月期の連結営業利益が 15 億円を超過した場合、割り当てられた本新株予約権の 50％まで

② 平成 28 年３月期の連結営業利益が 20 億円を超過した場合、割り当てられた本新株予約権の全て

なお、適用される会計基準の変更等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場合には、別途

参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。

(2) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役または従

業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認め

た場合は、この限りではない。

(3) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(4) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとなる

ときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(5) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．新株予約権の割当日

平成27年２月２日

５．新株予約権の取得に関する事項

(1) 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、ま

たは当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要

しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新

株予約権の全部を無償で取得することができる。

(2) 新株予約権者が権利行使をする前に、上記３．に定める規定により本新株予約権の行使ができなくなった場

合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に残存す

る本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の

条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において

定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記１．に準じて決定する。
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(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記

２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記６．(3)に従って決定される当該新株予

約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間（平成28年７月１日から平成29年６月30日まで）の初日と組織再編行

為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。

②  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8) その他新株予約権の行使の条件

上記３．に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

上記５に準じて決定する。

(10)その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額（百万
円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 4,788,000 － 2,456 － 2,112

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 74,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,713,200 47,132 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 4,788,000 － －

総株主の議決権 － 47,132 －

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ブイ・テクノ

ロジー

神奈川県横浜市保土ヶ谷

区神戸町134番地
74,800 － 74,800 1.56

計 － 74,800 － 74,800 1.56

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,926 4,237

受取手形及び売掛金 6,137 ※３5,436

商品及び製品 73 214

仕掛品 2,010 5,062

原材料及び貯蔵品 342 352

その他 1,037 1,716

貸倒引当金 △22 △34

流動資産合計 14,505 16,984

固定資産

有形固定資産 872 854

無形固定資産

のれん 25 18

その他 46 131

無形固定資産合計 72 149

投資その他の資産 441 309

固定資産合計 1,386 1,313

資産合計 15,892 18,298

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,162 ※３5,005

短期借入金 ※２929 ※２750

1年内返済予定の長期借入金 1,472 1,220

未払法人税等 115 49

製品保証引当金 198 149

引当金 117 63

その他 852 1,508

流動負債合計 6,849 8,746

固定負債

長期借入金 869 1,610

退職給付に係る負債 83 96

固定負債合計 953 1,706

負債合計 7,803 10,453

純資産の部

株主資本

資本金 2,408 2,456

資本剰余金 2,064 2,112

利益剰余金 3,322 2,859

自己株式 △125 △125

株主資本合計 7,670 7,302

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1 △1

為替換算調整勘定 227 450

その他の包括利益累計額合計 225 449

新株予約権 192 92

純資産合計 8,089 7,845

負債純資産合計 15,892 18,298
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

売上高 8,200 6,433

売上原価 6,157 5,239

売上総利益 2,042 1,193

販売費及び一般管理費 1,755 1,999

営業利益又は営業損失（△） 286 △805

営業外収益

受取利息及び配当金 23 13

為替差益 36 233

その他 4 4

営業外収益合計 64 251

営業外費用

支払利息 23 22

持分法による投資損失 12 3

貸倒引当金繰入額 － 17

その他 7 4

営業外費用合計 43 47

経常利益又は経常損失（△） 308 △602

特別利益

固定資産売却益 7 6

新株予約権戻入益 8 96

負ののれん発生益 2 －

特別利益合計 19 103

特別損失

固定資産除却損 2 0

特別損失合計 2 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
325 △499

法人税、住民税及び事業税 129 78

法人税等調整額 △0 △261

法人税等合計 129 △182

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
195 △317

四半期純利益又は四半期純損失（△） 195 △317
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
195 △317

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2 0

繰延ヘッジ損益 △10 －

為替換算調整勘定 256 222

その他の包括利益合計 248 223

四半期包括利益 444 △93

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 444 △93

少数株主に係る四半期包括利益 － －

7717/E02334/ブイ・テクノロジー/2015年
－13－



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当第３四半期連結会計期間より、新規に設立しました昆山微鉄克光電設備有限公司を連結の範囲に含めております。

（会計方針の変更）

在外子会社の収益及び費用は、従来、当該在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、在

外子会社の重要性及び近年の為替相場の変動を勘案した結果、在外子会社の業績をより的確に連結財務諸表に反映させる

ため、第１四半期連結会計期間より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更しております。

当該会計方針の変更は遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の四半期連結財務諸表及び

連結財務諸表となっております。

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第３四半期連結会計期間の売上高は215百万円、営業利益は151百万円、経常

利益は34百万円、税金等調整前四半期純利益は35百万円減少しております。また、利益剰余金の前期首残高は３百万円減

少し、為替換算調整勘定の前期首残高は同額増加しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

１．受取手形割引高

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形割引高 －百万円 11百万円

※２．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８行と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間

（平成26年12月31日）

当座貸越限度額 4,300百万円 4,100百万円

借入実行残高 929 750

差引額 3,370 3,350

※３．四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。

前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間

（平成26年12月31日）

受取手形 －百万円 3百万円

支払手形 －百万円 153百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであ

ります。

前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 96 百万円 80 百万円

のれんの償却額 2 百万円 7 百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 58 1,250 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

平成25年11月６日

取締役会
普通株式 58 1,250 平成25年９月30日 平成25年12月９日 利益剰余金

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 58 1,250 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年11月７日

取締役会
普通株式 88 18.75 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金

（注） 平成26年４月１日付で、普通株式１株につき100株の株式分割を行っておりますが、平成26年６月26日定時株主

総会決議の配当金については、当該株式分割前の株式数を基準に配当を実施しております。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

当社グループはＦＰＤ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は1株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）
41円88銭 △67円54銭

（算定上の基礎）

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
195 △317

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損

失金額（△）（百万円）
195 △317

普通株式の期中平均株式数（株） 4,679,200 4,696,422

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要

平成25年５月28日取締役会

決議ストックオプション

（新株予約権）

普通株式 600株

－

（注）１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

３．平成26年１月27日開催の取締役会において、平成26年４月１日付で株式１株につき100株の割合をもって株式

分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり四半期純

利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び期中平均株式数を算定しております。
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４．「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間における会計方針の変更は遡及適用され、前第

３四半期連結累計期間については遡及適用後の四半期連結財務諸表となっております。この結果、遡及適用を行

う前と比べて、前第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益金額は5円97銭減少しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成26年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額………………88百万円

（ロ）１株当たりの金額……………………………18.75円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……平成26年12月８日

（注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年２月10日

株式会社 ブイ・テクノロジー

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 水野 雅史 印

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 細野 和寿 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ブイ・

テクノロジーの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１

日から平成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
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監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ブイ・テクノロジー及び連結子会社の平成26年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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